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役員の業績連動給与に係る損金算入手続の見直しについて 
～令和元年度税制改正～ 

 はじめに 

 平成 28年、平成 29年度の税制改正において、役員給与の損金算入の対象となる報酬の拡大等が行われてきたと

ころであるが、昨今、コーポレートガバナンス・コードの改訂によって、報酬委員会設置の原則化などの環境変化が生

じ、今後もコーポレートガバナンスに変化が生じることが見込まれている中、役員の業績連動給与についての適正な

手続に関する要件は平成 18年度税制改正以来ほとんど見直されてこなかった。 

今回の令和元年度税制改正における役員の業績連動給与に係る損金算入手続の見直し（以下「本改正」）は、業績

連動給与に係る損金算入の手続等に係る制度面でも見直しを行い、経営陣に中長期の企業価値向上を引き出すイ

ンセンティブとしての業績連動給与の導入を引き続き促していくという趣旨のもと、役員の業績連動給与の損金算入

要件のうち、適正な手続に係る要件を見直すものである。本ニュースレターではその概要を解説する。 

 概要 

(1) 役員給与の損金不算入 

役員給与等については、適正な課税を実現する観点から、平成 18年度税制改正以降、損金算入できる役員給与の

範囲を限定し、支給の恣意性が排除されることを条件として損金算入を認める取扱いとなっている。現行の取扱い

は、下記のとおりである。 

内国法人がその役員に対する給与のうち、次の 1）から 3）までの給与のいずれにも該当しないものの額及び事実を

隠蔽し、又は仮装して経理をすることにより支給する給与の額は、各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に

算入しないこととされている。（法法 34①③） 

ただし、次に掲げる給与のいずれかに該当するものであっても、不相当に高額な部分の金額は、損金の額に算入さ

れない。（法法 34②、法令 70①） 

1) 定期同額給与（法法 34①一、法令 69①②） 

その支給時期が 1月以下の一定の期間ごとである給与でその事業年度の各支給時期における支給額が同額であ

るものその他これに準ずるもの 

2) 事前確定届出給与（法法 34①二、法令 69③-⑧、法規 22の 3①②） 

その役員の職務につき所定の時期に、確定額の金銭等を交付する旨の定めに基づいて支給する給与で、定期同額

給与及び業績連動給与のいずれにも該当しないもの 

3) 業績連動給与（法法 34①三、法令 69⑨-㉑、法規 22の 3③-⑥） 

内国法人（同族会社においては、同族会社以外の法人との間にその法人による完全支配関係があるものに限る。）

がその業務執行役員に対して支給する業績連動給与で次の要件を満たすもの（他の業務執行役員の全てに対して

次の要件を満たす業績連動給与の支給をする場合に限る。） 
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業績連動給与の損金算入の要件 

① 算定方法が指標に基づく客観的なものであること 

② 金銭の場合は確定額、株式又は新株予約権の場合は確定数を限度とすること 

③ 他の業務執行役員と同様の算定方法を用いること 

④ 算定方法を有価証券報告書等で開示していること 

⑤ 算定方法を適切な方法で決定していること 

⑥ 一定期間までに交付又は交付される見込みであること 

⑦ 損金経理をしていること 

出所：参考資料『「攻めの経営」を促す役員報酬－企業の持続的成長のためのインセンティブプラン導入の手引－』（経済産

業省）を基にデロイト トーマツ税理士法人作成 

業績連動給与の損金算入要件の概要は以上のとおりであるが、本改正により上記⑤の内容に係る手続の見直しが

行われた。 

(2) 業績連動給与に係る損金算入手続の改正の概要（法法 34①三イ(2)、改正法附則 17） 

本改正の概要は次の表のとおりである。 

 見直しのポイント 

(1) 報酬委員会又は報酬諮問委員会 

報酬委員会又は報酬諮問委員会における決定等の手続が次のとおりに見直された。 

1) 業務執行役員が委員となっていないことの要件の除外 

業務執行役員が委員でないこととの要件を除外し、要件が以下のように見直された。 

 同族会社でない内国法人・・・業務執行役員に係る特殊関係者がその報酬委員会又は報酬諮問委員会の委員

でないこと（法令 69⑯一ロ、法令 69⑯三ロ） 

 完全支配関係法人1・・・次の者（その完全支配関係法人の業務執行役員を除く。）がその報酬委員会又は報酬

諮問委員会の委員でないこと（法令 69⑰一ロ、法令 69⑰二ロ） 

 その内国法人の業務執行役員 

 その内国法人又はその完全支配関係法人の業務執行役員に係る特殊関係者  

                                                           

1 完全支配関係法人・・・その内国法人との間に完全支配関係がある法人（同族会社を除く。） 
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2) 委員の過半数が独立社外役員であることとの要件の追加 

 同族会社でない内国法人・・・委員の過半数がその内国法人の独立社外取締役2であること（法令 69⑯一イ、法

令 69⑯三イ） 

 完全支配関係法人・・・委員の過半数がその完全支配関係法人の独立社外取締役であること（法令 69⑰一イ、

法令 69⑰二イ） 

3) 委員である独立社外役員の全員が業績連動給与の決定に賛成していることとの要件の追加 

 同族会社でない内国法人・・・委員である独立社外取締役の全員がその決定に係るその委員会の決議に賛成

していること（法令 69⑯一ハ、法令 69⑯三ハ） 

 完全支配関係法人・・・委員であるその完全支配関係法人の独立社外取締役の全員がその決定に係るその委

員会の決議に賛成していること（法令 69⑰一ハ、法令 69⑰二ハ） 

(2) 監査役会設置会社及び監査等委員会設置会社における手続の見直し 

監査役会設置会社及び監査等委員会設置会社における以下の手続が除外された。 

 その内国法人が監査役会設置会社である場合の取締役会の決議による決定3（旧法令 69⑮四） 

 その内国法人が監査等委員会設置会社である場合の取締役会の決議による決定4（旧法令 69⑮五） 

 完全支配関係法人が監査役会設置会社である場合の完全支配関係法人の取締役会の決議による決定5に 

従ってするその内国法人の株主総会又は取締役会の決議による決定（旧法令 69⑯三） 

 完全支配関係法人が監査等委員会設置会社である場合の完全支配関係法人の取締役会の決議による決定 4

に従ってするその内国法人の株主総会又は取締役会の決議による決定（旧法令 69⑯四） 

(3) 用語の解説 

1) 独立社外取締役 

社外取締役のうち、次の者のいずれにも該当しない取締役をいう。（法令 69⑭⑱、法規 22の 3③④） 

 業績連動給与の算定方法についての手続の終了の日の属するその内国法人の会計期間開始の日の 1年前

の日からその手続の終了の日までの期間内のいずれかの時において次の者に該当する者 

① その内国法人6 の主要な取引先である者又はその者の業務執行者 

② その内国法人を主要な取引先とする者又はその者の業務執行者 

③ 親法人7 の業務執行者又は業務執行者以外の取締役 

④ その内国法人との間に支配関係がある法人8の業務執行者 

 業績連動給与の算定方法についての手続の終了の日の属するその内国法人の会計期間開始の日の 1年前

の日からその手続の終了の日までの期間内のいずれかの時において次の者に該当する者に該当する者の配

偶者又は二親等以内の親族 

① 上記①から④までの者9  

② その内国法人の業務執行者 

③ その内国法人による支配関係がある法人の業務執行者 

                                                           

2 報酬詰問委員会の場合には独立社外取締役又は独立社外監査役。 

3  業務執行役員関連者が監査役になっている会社を除き、監査役の過半数がその算定方法につき適正であると認められる旨を記

載した書面をその内国法人に対し提出している場合におけるその決定に限る。 

4  業務執行役員関連者が監査等委員である取締役になっている会社を除き、監査等委員である取締役の過半数がその決議に賛

成している場合におけるその決定に限る。 

5  業務執行役員関連者が監査役になっている会社を除き、監査役の過半数がその算定方法につき適正であると認められる旨を記

載した書面をその完全支配関係法人に対し提出している場合におけるその決定に限る。 

6  完全支配関係法人の報酬委員会又は報酬諮問委員会の場合には、その完全支配関係法人。 

7  その内国法人とその内国法人以外の法人との間にその法人による支配関係がある場合のその法人。 

8  親法人及びその内国法人*6による支配関係がある法人を除く。 

9  業務執行者にあっては、使用人のうち重要な使用人でないものは除く。 



4 

 

2) 独立社外監査役 

社外監査役のうち、次の者のいずれにも該当しない監査役をいう。（法令 69⑯三イ、⑰二イ、⑱、法規 22の 3③④） 

 業績連動給与の算定方法についての手続の終了の日の属するその内国法人の会計期間開始の日の 1年前

の日からその手続の終了の日までの期間内のいずれかの時において次の者に該当する者 

① その内国法人の主要な取引先である者又はその者の業務執行者 

② その内国法人を主要な取引先とする者又はその者の業務執行者 

③ 親法人の業務執行者又は業務執行者以外の取締役 

④ 親法人の監査役 

⑤ その内国法人との間に支配関係がある法人の業務執行者 

 業績連動給与の算定方法についての手続の終了の日の属するその内国法人の会計期間開始の日の 1年前

の日からその手続の終了の日までの期間内のいずれかの時において次の者に該当する者の配偶者又は二親

等以内の親族 

① 上記①から⑤までの者 9 

② その内国法人の業務執行者 

③ その内国法人の業務執行者以外の取締役又は会計参与10 

④ その内国法人による支配関係がある法人の業務執行者 

⑤ その内国法人による支配関係がある法人の業務執行者以外の取締役又は会計参与 

 適用関係 

平成 31年 4月 1日以後に終了する手続に係る給与について適用される。ただし、令和 2年 3月 31日以前に終了

する手続に係る給与については、改正前の規定を従来通り適用できる経過措置が講じられている。（改正法附則

17） 

 おわりに 

本改正は、業績連動給与の制度普及を促すために手続要件の緩和が行われたものであるが、新たに追加された要

件があるなど、取扱いには引き続き注意が必要である。 

 

（広島事務所 森高 進二、半野 雄基） 

  

                                                           

10 会計参与が法人である場合には、その職務を行うべき社員。 
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 

 

問い合わせ 

デロイト トーマツ税理士法人 

東京事務所 

所在地 〒100-8362 東京都千代田区丸の内 3-2-3 

丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 
 

大阪事務所 

所在地 〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋 4-1-1 

淀屋橋三井ビルディング 5階 

Tel 06-4560-8000（代） 

 

名古屋事務所 
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Tel 052-565-5533（代） 
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